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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

① 活動の活性化に向けた支援 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

①地域活動協議会の構成
団体が、自分の地域に即
した支援を受けること
ができていると感じた
割合 

29 年度 80％ 

30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 12 区で目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
未達成：12 区 
福島区、此花
区、中央区、
大正区、天王
寺区、西淀川
区、淀川区、
東淀川区、住
吉区、東住吉
区、平野区、
西成区 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

②地域活動協議会を知っ
ている区民の割合 

 
29 年度 30％ 
30 年度 35％ 

24 区中 19 区で目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 

未達成 
未達成：５区 
北区、中央
区、西区、浪
速区、淀川区 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

③地域活動協議会の構成
団体が、地域活動協議会
に求められている準行
政的機能を認識してい
る割合 

 
29 年度 80％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中６区が目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 
 
 
 

未達成 
達成：６区 
都島区、西淀
川区、東淀川
区、生野区、
旭区、住之江
区 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①地域実情に応じたきめ細か
な支援 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、区長会議安
全・環境・防災部会におい
て、各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・各地域における会議等で
の地域課題や地域ニーズ、
解決手法についての話し
合い等を通じて「地域カル
テ」を充実させることで、
より地域課題に即した支
援を行う。（通年） 

・地域状況や課題を共有し、
地域活動協議会が必要と
する支援を行う。（通年） 

・区を越えた地域活動協議
会の事例共有や連携促進
のための交流の場につい
て、区長会議のもと実施方
法等を検証し、必要に応じ
て開催する。（通年） 

・一部の区では、組織横断的
な連携が図れるよう、情報
共有会議を開催するとと
もに、その会議録を周知
し、職員全体で地域特性に
応じた支援に取り組む。
（通年） 

・一部の区では、各地域と地
域課題の共有を行い、地域
カルテの作成を支援する。
（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環境・
防災部会のもと、30 年度末時
点の進捗状況を参考に、８区
への取材を実施した。（６～
７月）また、事例共有会にお
いて取材事例の他、参考とな
る取組を共有した。（８月） 

・各地域における「地域カルテ」
の活用を支援するため、「地
域カルテ」の活用に関する職
員研修を実施した。（８月） 

・各地域における会議等での地
域課題や地域ニーズ、解決手
法についての話し合い等を
通じて「地域カルテ」を充実
させることなどにより、地域
状況や課題を共有し、より地
域課題に即した支援を行っ
た。 

・区を越えた地域活動協議会の
事例共有や連携促進のため
の交流の場について、30 年度
のアンケート結果を踏まえ、
開催手法等を検討した。 

・一部の区では、区役所内にお
いて組織横断的な連携を図
り、職員全体で地域特性に応
じた支援に取り組んだ。 

・一部の区では、地域カルテの
作成に向けた支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域ごとに
取組や自律
の状況に差
があり、各
地域の課題
やニーズの
的確な把握
が必要であ
る。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・各地域における「地域
カルテ」の充実を支援
するため、「地域カル
テ」の充実に関する職
員研修を実施する。（11
月） 

・引き続き、各地域にお
ける会議等での地域課
題や地域ニーズ、解決
手法についての話し合
い等を通じて「地域カ
ルテ」を充実させるこ
と等で、地域状況や課
題を共有し、より地域
課題に即した支援を行
う。 

・区を越えた地域活動協
議会の事例共有や連携
促進のための交流の場
を開催する。 

・一部の区では、引き続
き、区役所内において
組織横断的な連携を図
り、職員全体で地域特
性に応じた支援に取り
組む。 

・一部の区では、「地域カ
ルテ」の作成を支援し、
各地域と地域課題を共
有する。 

②地域活動協議会の認知度向
上に向けた支援 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、区長会議安
全・環境・防災部会におい
て、各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・区のホームページやＳＮ
Ｓをはじめ、広報紙や地域
活動紹介したリーフレッ
トなど、様々な広報媒体を
通じて、地域活動の紹介を
行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域カル
テ」を更新し、支援してい
く。（通年） 

・転入者への転入時の案内
などの機会を捉えて、地域
活動への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環境・
防災部会のもと、30 年度末時
点の進捗状況を参考に、８区
への取材を実施した。（６～
７月）また、事例共有会にお
いて、地域活動協議会のポス
ターやのぼりを活用した周
知など、取材事例の他、参考
となる取組を共有した。（８
月） 

・区のホームページやＳＮＳを
はじめ、広報紙や地域活動紹
介したリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じて、地
域活動の紹介を行った。 

・課題の抽出を行い、随時「地
域カルテ」の更新を支援し
た。 

・転入者への転入時の案内など
の機会に、地域活動への参加

・地域活動協
議会に関す
る情報が地
域活動協議
会を知らな
い区民に届
くようにす
る必要があ
る。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・引き続き、区のホーム
ページやＳＮＳをはじ
め、広報紙や地域活動
紹介したリーフレット
など、様々な広報媒体
を通じて、地域活動の
紹介を行う。 

・引き続き、課題の抽出
を行い、「地域カルテ」
の更新を支援する。 

・引き続き、転入者への
転入時の案内などの機
会を捉えて、地域活動
への参加を呼びかけ
る。 

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

・小学校前の掲示板で地域
活動協議会の取組を紹介
する。（通年） 

・一部の区では、マンション
住民を対象に、防災講座の
開催をはじめ、防災の基本
ルール作り等の支援にお
いて、地域活動協議会の取
組を紹介し、地域活動の必
要性と地域活動等への参
加を呼びかける。（通年） 

・一部の区では、まちづくり
センターと連携し、地域活
動協議会紹介リーフレッ
トの活用を支援する。（通
年） 

を呼びかけた。 
・小学校前の掲示板で地域活動
協議会の取組を紹介した。 

・一部の区では、マンション居
住者を対象にした防災講座
や、防災の基本ルールづくり
の場で地域活動の魅力を伝
え、活動へ参加を呼びかける
ための業務委託事業者を選
定した。 

・一部の区では、各地域におい
て広報用リーフレットを配
布するなどして地域活動協
議会の活動内容を周知した。 

 
（実施状況：○） 

・引き続き、小学校前の
掲示板で地域活動協議
会の取組を紹介する。 

・一部の区では、業務委
託事業者を活用しなが
ら、マンション居住者
を対象にした防災講座
や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活動
の魅力を伝え、活動へ
の参加参画を呼びかけ
る。 

・一部の区では、地域活
動協議会の紹介チラシ
について不特定の区民
が参加するイベント等
や区内転入者へ配布す
る。 

③地域活動協議会に期待する
準行政的機能の趣旨につい
ての理解度向上 

・各区が取組の進捗状況・目
標達成状況に応じて必要
な対策を検討する際に活
用できるよう、区長会議安
全・環境・防災部会におい
て、各区の取組内容を共有
する。（通年） 

・30 年度のｅラーニングの
結果を分析し、理解度が低
かった項目を中心に資料
を作成し、理解を深める。
（上期） 

・地域を担当する職員全員
が受講するｅラーニング
を早期に実施するととも
に、理解度が低い項目につ
いてポイントをまとめた
資料を作成して職員の理
解を深め、区民への理解促
進につなげる。（上期） 

・地域事業や地域活動協議
会意見交換会などの機会
を活用し、役員をはじめ地
域住民の理解が深まるよ
う、説明を行う。（通年） 

・構成団体向けの理解促進
を図るためのチラシを作
成し、周知する。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter な
ど）や広報紙・掲示板等の
多様な媒体を活用して、地
域活動協議会の役割につ
いて情報発信を行う。（通
年） 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・環境・
防災部会のもと、30 年度末時
点の進捗状況を参考に、８区
への取材を実施した。（６～
７月）また、事例共有会にお
いて取材事例の他、参考とな
る取組を共有した。（８月） 

・地域活動協議会補助金に対す
る理解度を高めるため、市民
協働職員研修において説明
を行った。（５月） 
また、30 年度のｅラーニング
の結果を分析し、学習用資料
を作成した。（６月） 

・地域を担当する全職員にｅ
ラーニングを実施した結果、
全職員が 100 点となり、職員
の理解徹底が図られた。（６
～７月） 

・地域事業や地域活動協議会意
見交換会などの機会を活用
し、役員をはじめ地域住民の
理解が深まるよう、説明を
行った。 

・一部の区では、交流の場にお
いて、他区、他地域の事例を
参考に、準行政的機能につい
て紹介した。 

・一部の区では、チラシについ
て、ｅラーニングのテキスト
を活用して作成する検討を
行った。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、 Ｓ Ｎ Ｓ
（Facebook、Twitter など）
や広報紙・掲示板等の多様な
媒体を活用して、地域活動協
議会の役割について情報発
信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・理解度向上
のために繰
り返し説明
することが
必 要 で あ
る。 

・引き続き、各区が取組
の進捗状況・目標達成
状況に応じて必要な対
策を検討する際に活用
できるよう、区長会議
安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取
組内容を共有する。 

・引き続き、地域事業や
地域活動協議会意見交
換会などの機会を活用
し、役員をはじめ地域
住民の理解が深まるよ
う、説明を行う。 

・一部の区では、地域活
動協議会の会計説明会
や運営委員会の場など
で、作成したチラシを
もとに例示を交えて丁
寧に説明する。 

・引き続き、ホームペー
ジ、ＳＮＳ（Facebook、
Twitter など）や広報
紙・掲示板等の多様な
媒体を活用して、地域
活動協議会の役割につ
いて情報発信を行う。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

② 総意形成機能の充実 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

総意形成機能を認識して
いる地域活動協議会の構
成団体の割合 
29 年度 
各地域活動協議会からの
推薦を受けた区政会議の
委員を選定している区の
数 20区（28 年度実績 17
区） 

30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 11 区が目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

未達成 
未達成：13 区
北区、福島
区、此花区、
中央区、西
区、港区、大
正区、天王寺
区、浪速区、
西淀川区、東
成区、住吉
区、平野区 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①地域活動協議会の認知
度向上に向けた支援（Ⅲ
-ア-①の取組②の再掲） 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（通年） 

・区のホームページやＳ
ＮＳをはじめ、広報紙
や地域活動紹介した
リーフレットなど、
様々な広報媒体を通じ
て、地域活動の紹介を
行う。（通年） 

・課題を抽出して「地域カ
ルテ」を更新し、支援し
ていく。（通年） 

・転入者への転入時の案
内などの機会を捉え
て、地域活動への参加
を 呼 び か け る 。
（通年） 

・小学校前の掲示板で地
域活動協議会の取組を
紹介する。（通年） 

・一部の区では、マン
ション住民を対象に、
防災講座の開催をはじ
め、防災の基本ルール
作り等の支援におい
て、地域活動協議会の
取組を紹介し、地域活
動の必要性と地域活動
等への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・一部の区では、まちづく
りセンターと連携し、
地域活動協議会紹介
リーフレットの活用を
支援する。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標
達成状況に応じて必要な対策
を検討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・防災
部会のもと、30 年度末時点の
進捗状況を参考に、８区への
取材を実施した。（６～７月）
また、事例共有会において、地
域活動協議会のポスターやの
ぼりを活用した周知など、取
材事例の他、参考となる取組
を共有した。（８月） 

・区のホームページやＳＮＳを
はじめ、広報紙や地域活動紹
介したリーフレットなど、
様々な広報媒体を通じて、地
域活動の紹介を行った。 

・課題の抽出を行い、随時「地域
カルテ」の更新を支援した。 

・転入者への転入時の案内など
の機会に、地域活動への参加
を呼びかけた。 

・小学校前の掲示板で地域活動
協議会の取組を紹介した。 

・一部の区では、マンション居
住者を対象にした防災講座
や、防災の基本ルールづくり
の場で地域活動の魅力を伝
え、活動へ参加を呼びかける
ための業務委託事業者を選定
した。 

・一部の区では、各地域において
広報用リーフレットを配布す
るなどして地域活動協議会の
活動内容を周知した。 

 

（実施状況：○） 

・地域活動協
議会に関す
る情報が地
域活動協議
会を知らな
い区民に届
くようにす
る必要があ
る。 

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を
検討する際に活用でき
るよう、区長会議安全・
環境・防災部会におい
て、適宜各区の取組内容
を共有する。 

・引き続き、区のホーム
ページやＳＮＳをはじ
め、広報紙や地域活動紹
介したリーフレットな
ど、様々な広報媒体を通
じて、地域活動の紹介を
行う。 

・引き続き、課題の抽出を
行い、「地域カルテ」の更
新を支援する。 

・引き続き、転入者への転
入時の案内などの機会
を捉えて、地域活動への
参加を呼びかける。 

・引き続き、小学校前の掲
示板で地域活動協議会
の取組を紹介する。 

・一部の区では、業務委託
事業者を活用しながら、
マンション居住者を対
象にした防災講座や、防
災の基本ルールづくり
の場で地域活動の魅力
を伝え、活動への参加参
画を呼びかける。 

・一部の区では、地域活動
協議会の紹介チラシに
ついて不特定の区民が
参加するイベント等や
区内転入者へ配布する。 

②地域活動協議会に期待
する総意形成機能の趣
旨についての理解度向
上 

・30 年度のｅラーニング
の結果を分析し、理解
度が低かった項目を中
心に資料を作成し、理
解を深める。（上期） 

・地域を担当する職員全
員が受講するｅラーニ
ングを早期に実施する
とともに、理解度が低
い項目についてポイン
トをまとめた資料を作
成して職員の理解を深

・地域活動協議会補助金に対す
る理解度を高めるため、市民
協働職員研修において説明を
行った。（５月）また、30 年度
のｅラーニングの結果を分析
し、学習用資料を作成した。
（６月） 

・地域を担当する全職員にｅ
ラーニングを実施した結果、
全職員が 100 点となり、職員
の理解徹底が図られた。（６～
７月） 

・地域事業や地域活動協議会意
見交換会などの機会を活用
し、役員をはじめ地域住民の

・理解度向上
のために繰
り返し説明
することが
必 要 で あ
る。 

・引き続き、地域事業や地
域活動協議会意見交換
会などの機会を活用し、
役員をはじめ地域住民
の理解が深まるよう、説
明を行う。 

・一部の区では、地域活動
協議会の会計説明会や
運営委員会の場などで、
作成したチラシをもと
に例示を交えて丁寧に
説明する。 

・引き続き、ホームページ、
Ｓ Ｎ Ｓ （ Facebook 、
Twitter など）や広報紙・
掲示板等の多様な媒体

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

め、区民への理解促進
につなげる。（上期） 

・地域事業や地域活動協
議会意見交換会などの
機会を活用し、役員を
はじめ地域住民の理解
が深まるよう、説明を
行う。（通年） 

・構成団体向けの理解促
進を図るためのチラシ
を作成し、周知する。
（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter な
ど）や広報紙・掲示板等
の多様な媒体を活用し
て、地域活動協議会の
役割について情報発信
を行う。（通年） 

理解が深まるよう、説明を
行った。 

・一部の区では、交流の場におい
て、他区、他地域の事例を参考
に、総意形成機能について紹
介した。 

・一部の区では、チラシについ
て、ｅラーニングのテキスト
を活用して作成する検討を
行った。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、 Ｓ Ｎ Ｓ
（Facebook、Twitter など）や
広報紙・掲示板等の多様な媒
体を活用して、地域活動協議
会の役割について情報発信を
行った。 

 

（実施状況：○） 

を活用して、地域活動協
議会の役割について情
報発信を行う。 

③総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件の確認など 

・地域活動協議会運営委
員会などにおいて、要
件を満たしているかの
確認を定期的に行うと
ともに、必要に応じて
助言・指導を行う。（通
年） 

・各地域活動協議会役員
会や運営委員会、地域
活動協議会の会長が集
まる会や補助金説明会
等の機会を通じて周知
徹底を図る。（通年） 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地域活動協
議会の広報紙、ホーム
ページ、市民活動総合
ポータルサイトなどで
公開できるよう、中間
支援組織と連携し支援
を行う。（通年） 

・地域活動協議会運営委員会な
どにおいて、要件を満たして
いるかの確認を定期的に行う
とともに、必要な助言・指導を
行った。 

・各地域活動協議会役員会や運
営委員会、地域活動協議会の
会長が集まる会や補助金説明
会等の機会を通じて周知徹底
を図った。 

・地域活動協議会が意思決定し
た内容・経緯等について、地域
活動協議会の広報紙、ホーム
ページ、市民活動総合ポータ
ルサイトなどで公開できるよ
う、中間支援組織と連携し支
援を行い、一部の区では、予算
決算情報については、各地域
活動協議会の広報紙に掲載す
ることにより、順次、住民へ周
知を実施した。 

 

（実施状況：○） 

・理解度向上
のために繰
り返し説明
することが
必 要 で あ
る。 

・引き続き、地域活動協議
会運営委員会などにお
いて、要件を満たしてい
るかの確認を定期的に
行うとともに、必要に応
じて助言・指導を行う。 

・引き続き、各地域活動協
議会役員会や運営委員
会、地域活動協議会の会
長が集まる会や補助金
説明会等の機会を通じ
て周知徹底を図る。 

・引き続き、地域活動協議
会が意思決定した内容・
経緯等について、地域活
動協議会の広報紙、ホー
ムページ、市民活動総合
ポータルサイトなどで
公開できるよう、中間支
援組織と連携し支援を
行う。（通年） 

 

  



65 

柱1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

各区において、新たに地域活動
協議会とＮＰＯ及び企業等と
が連携した取組を行った件数 
 
29 年度 各区５件 
30 年度 各区５件 
元 年度 各区５件 
 

24 区中 24 区が目標値以上となった。 
 

達成 変更なし 

 

取組の実施状況 

元年度の取組内容 
元年８月末までの 

主な取組実績 課題 
元年９月以降の 

取組内容 

①様々な活動主体の情報収集 

・地域活動協議会連絡会議
や交流会等でポータルサ
イトの掲載状況の提供や、
活用方法などの周知を行
う。（通年） 

・一部の区では、イベントの
実施報告のポータルサイ
ト掲載や、区事業のポータ
ルサイト登録などの情報
発信を行う。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議や
交流会等でポータルサイト
の掲載状況の提供や、活用
方法などの周知を行った。 

・一部の区では、イベントの
実施報告やボランティア募
集に関連する区事業をポー
タルサイトなどにより情報
発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・ポータルサイ
トの活用につ
いて理解の促
進が必要であ
る。 

・引き続き、地域活動協 
議会連絡会議や交流会
等でポータルサイトの
掲載状況の提供や、活
用方法などの周知を行
う。 

・一部の区では、引き続
き、イベントの実施報
告のポータルサイト掲
載や、区事業のポータ
ルサイト登録などの情
報発信を行う。 

②企業等とのネットワークの
積極的な活用 

・包括連携協定締結企業に
関する各種情報や、連携事
例を更新するとともに、包
括連携協定締結企業以外
の連携企業等がもつネッ
トワークやリソースなど
の強みを分析、整理し、庁
内ポータルに掲載する。
（通年） 

・包括連携協定締結企業がも
つネットワーク、リソース
等の強みや、実際に企業等
との連携によって効果的・
効率的に行政課題の解決に
つながることを分析･整理
し、各企業がもつ強みや連
携の取組事例を庁内ポータ
ルに掲載、各所属に個別配
信した。 

 

（実施状況：○） 

・各所属と企業
等 と の コ ー
ディネートを
さらに進めら
れるよう、連
携による効果
について、各
所属への認知
度をさらに高
める必要があ
る。 

・包括連携協定締結企業
以外の企業も含む「企
業連携窓口」と関わる
連携企業等が持つネッ
トワーク、リソース等
の強みや、実際に企業
等との連携によって効
果的・効率的に行政課
題の解決につながるこ
とを分析･整理し、庁内
ポータルに掲載、各所
属に個別配信する。 

※②を除く各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 

元年９月以降の 
取組内容 

③交流やコーディネートの場
づくりなど 

・様々な活動主体の活動状
況について、最新の情報を
収集しながら、地域活動協
議会、企業、ＮＰＯを結び
つけられるよう、取組事例
の紹介を行うとともに、多
様な活動主体間の交流の
場やコーディネートの場、
区で立ち上げたネット
ワークを活用し、連携を促
進する。（通年） 

・一部の区では、区に設置し
た市民活動相談窓口を活
用し、多様な活動主体間の
コーディネートを行う。
（通年） 

・様々な活動主体の活動状況
について、最新の情報を収
集しながら、地域活動協議
会、企業、ＮＰＯを結びつけ
られるよう、取組事例の紹
介を行うとともに、多様な
活動主体間の交流の場や
コーディネートの場、区で
立ち上げたネットワークを
活用し、連携を促進した。 

・一部の区では、区に設置し
た市民活動相談窓口を活用
し、多様な活動主体間の
コーディネートを行った。 

 
（実施状況：○） 

・引き続き、
様々な活動主
体の活動状況
について情報
収集を進め、
それらを取組
事例として活
用するなど、
多様な活動主
体間の連携促
進に取り組む
必要がある。 

・様々な活動主体の活動
状況について、最新の
情報を収集しながら、
引き続き、地域活動協
議会、企業、ＮＰＯを結
びつけられるよう、取
組事例の紹介を行うと
ともに、多様な活動主
体間の交流の場やコー
ディネートの場、区で
立ち上げたネットワー
クを活用し、連携を促
進する。 

④地縁型団体への情報提供 

など 

・地域のニーズや課題に適
した活動が行えるよう、市
民活動総合ポータルサイ
トなどで、連携事例や適切
な支援メニューの情報提
供を行う。（通年） 

・様々な活動主体の活動状
況に関する最新情報を収
集及び提供し、より連携協
働のメリットが活かせる
よう、地域ニーズの把握を
行うほか、具体的な取組事
例の報告や情報交換の活
性化を図る。（通年） 

・地域活動協議会の会議の場
や地域連絡会議などにおい
て、他の地域活動協議会で
の事例や地域活動に役立つ
情報の提供を行った。 

・様々な活動主体に関する情
報を収集し、より連携協働
のメリットが活かせるよ
う、地域ニーズの把握を進
めたほか、防災訓練を通じ
た連携事例の共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・連携協働のメ
リット等につ
いて、理解促
進を図る必要
がある。 

・引き続き、地域のニーズ
や課題に適した活動が
行えるよう、市民活動
総合ポータルサイトな
どで、連携事例や適切
な支援メニューの情報
提供を行う。 
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柱1-Ⅳ-ア 市民活動に役立つ情報の収集・提供 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

①支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じた利
用者の割合 

29 年度 80％ 
30 年度 92％ 

94.9% 達成 95.0％ 
 

②市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲
載情報を活用した割合 

29 年度 30％ 
30 年度 45％ 
元 年 度 50％ 

40.3％ 未達成 変更なし 

 
取組の実施状況 

元年度の取組内容 
元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①市民活動支援メニューの 
充実 

・区役所職員等を対象とし
た、各種支援メニューの概
要や活用のメリット等を
説明する機会を設けるこ
とで、職員が市民に対して
支援メニューをさらにＰ
Ｒできるようにする。（通
年） 

・地域での活動と企業・市民
活動団体の活動との協働
がより生み出されるよう、
交流の場の開催場所を市
内で分散させて実施する。
（通年） 

・職員が市民に対して支援メ
ニューをさらにＰＲできる
よう、各種支援メニューの
概要や活用のメリット等に
ついて、市民協働課長会や
区役所職員を対象とした研
修で説明を行った。 

・地域での活動と企業・市民
活動団体の活動との協働が
より生み出されるよう、交
流の場を市内５か所に分散
させて開催することとし、
８月に第１回目を開催し
た。 

 
（実施状況：○） 

・区役所職員が
市民に対して
支援メニュー
をさらにＰＲ
できるように
する必要があ
る。 

・地域での活動
と企業・市民
活動団体の活
動との協働が
生み出される
よう、工夫す
る 必 要 が あ
る。 

・ 引 き 続 き 、 支 援 メ
ニューの概要や活用の
メリット等について、
区役所職員が市民に対
してＰＲできるよう、
情報提供などを実施す
る。 

・引き続き、地域での活
動と企業・市民活動団
体の活動との協働がよ
り生み出されるよう、
市内で分散させ、交流
の場を開催する。 

②「市民活動総合ポータルサ
イト」の活用促進による情
報提供の充実 

・市民活動総合ポータルサ
イト登録者が関心のある
分野の新着情報が通知さ
れる機能やイベント情報
やボランティア募集情報
などの情報をカレンダー
から絞り込みができる機
能を追加する。（８月） 

・区役所職員等を対象とし
た市民活動総合ポータル
サイトの新機能や活用の
メリット等を含めたポー
タルサイトの有用性、登録
のメリット等を説明する
機会を設けることで、職員
が市民に対してポータル
サイトをＰＲできるよう
にする。（通年） 

・市民活動総合ポータルサイ
ト登録者が希望する分野の
新着情報の通知や、イベン
トやボランティア募集等の
情報を、カレンダーから検
索できる仕組みを構築し
た。 

・区役所職員が市民に対して
市民活動総合ポータルサイ
トをＰＲできるよう、ポー
タルサイトの有用性、登録
のメリット等について、わ
かりやすい資料を作成し、
区役所職員を対象とした研
修において説明するととも
に、庁内ポータルへ掲載し
た。また、ポータルサイトの
新機能やポータルサイトへ
の掲載記事等について、各
区市民協働担当課あてに随
時情報提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

・新着情報通知
やカレンダー
検索機能につ
いて、広く周
知を行う必要
がある。 

・ポータルサイ
トの有用性等
について、広
く市民にＰＲ
する必要があ
る。 

・新着情報通知やカレン
ダー検索機能につい
て、ポータルサイト使
い方マニュアルに追記
し、ポータルサイトに
利用登録する団体及び
個人に対する積極的な
活用を働きかける。 

・引き続き、区役所職員
がポータルサイトを市
民に対してＰＲできる
よう、区役所職員に対
し、ポータルサイトの
有用性、新機能、掲載記
事等の情報提供を行
う。 

 

  



68 

柱1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

①まちづくりセンター等
の支援を受けた団体が、
支援に満足している割
合 

 
29 年度 75％ 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

24 区中 11 区が目標値を上回っ
た。 
 

上段：目標、下段：実績 

 

 

未達成 
未達成：13 区 
北区、福島
区、此花区、
中央区、大正
区、天王寺
区、西淀川
区、東淀川
区、阿倍野
区、住吉区、
東住吉区、平
野区、西成区 
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目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

②各区において派遣型の地域
公共人材が活用された件数 

 
29 年度 各区１件 
30 年度 各区１件 
元 年 度 各区１件 

24 区中 23 区が目標値以上となった。 
 

未達成 
未達成：１区 
東住吉区 

変更なし 

 

取組の実施状況 

元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①まちづくりセンター等
による支援についての
評価基準の設定と支援
内容の見直し 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防
災部会において、各区
の取組内容を共有す
る。（通年） 

・各地域活動協議会の自
律的な運営をめざし、
地域の担い手へのアン
ケート、「地域カルテ」
の活用等により各地域
活動協議会の現状や課
題を把握したうえで、
地域の実情に即した支
援を行う。（通年） 

・区長会議安全・環境・防

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよう、
区長会議安全・環境・防災部会
のもと、まちづくりセンター等
による効果的な支援事例の収
集・取りまとめを行い、地域課
題や支援ニーズを把握するた
めの地域活動協議会へのアン
ケートの実施など、参考となる
事例を全区で共有した。また、
事例共有会において、参考とな
る取組を共有した。（８月） 

・各地域活動協議会による自律的
な地域運営をめざし、地域の担
い手へのアンケート、「地域カ
ルテ」の活用等により各地域活
動協議会の現状や課題を把握
したうえで、地域の実情に即し
た支援を行った。 

・区長会議安全・環境・防災部会
において、まちづくりセンター

・全地域一律
ではなく、
各地域の実
情に即した
支援を行う
必 要 が あ
る。 

・引き続き、必要に応じ、
各区における必要な対
策を検討する際に活用
できる取組を、区長会
議安全・環境・防災部会
において共有する。 

・引き続き、各地域活動
協議会の自律的な運営
をめざし、地域の担い
手へのアンケート、「地
域カルテ」の活用等に
より各地域活動協議会
の現状や課題を把握し
たうえで、地域の実情
に即した支援を行う。 

・区長会議安全・環境・防
災部会において、まち
づくりセンター等によ
る支援の効果検証と今
後の支援のあり方につ
いての報告書を作成
し、その内容を踏まえ、

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 
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元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

災部会において、まち
づくりセンター等によ
る支援の効果検証と、
今後の効果的な支援の
あり方について検討す
る。（上期） 

等による地域活動協議会への
支援の効果検証と、今後の支援
のあり方について、各区への照
会結果を踏まえ検討を行い、報
告書の素案を作成した。 

 
（実施状況：○） 

各区において２年度の
支援手法を決定する。 

②派遣型地域公共人材の
活用方策の明確化、活用
促進と活用事例の共有 

・派遣型地域公共人材の
活用事例を整理し、活
用方策とともにわかり
やすく情報発信する。
（通年） 

・市民活動団体のニーズ
を十分に把握した上
で、地域公共人材との
マッチングを行う。（通
年） 

・区役所やまちづくりセ
ンター等のホームペー
ジ、ＳＮＳ（Facebook、
Twitter など）などの多
様な広報媒体やイベン
ト等でのチラシ配布に
より、派遣型地域公共
人材制度の周知を行
う。（通年） 

・地域活動協議会の会議
の場等で派遣型地域公
共人材の説明を行い、
活用を促す。（通年） 

・派遣型地域公共人材の活用事例
や活用方策をホームページに
掲載した。 

・市民活動団体のニーズを十分に
把握した上で、地域公共人材と
のマッチングを行い、人材の派
遣を実施した。 

・区役所やまちづくりセンター等
の ホ ー ム ペ ー ジ 、 Ｓ Ｎ Ｓ
（Facebook、Twitter など）な
どの多様な広報媒体やイベン
ト等でのチラシ配布により、派
遣型地域公共人材制度の周知
を行った。 

・地域活動協議会の会議の場等で
派遣型地域公共人材の説明を
行い、活用を促した。 

・一部の区では、各地域の特性や
課題、実情を把握しつつ、必要
とする支援を見極め、積極的な
活用を促した。 

 
（実施状況：○） 

・地域事情を
把握しなが
ら地域公共
人材の活用
事例を提供
していく必
要がある。 

・引き続き、派遣型地域
公共人材の活用事例を
整理し、活用方策とと
もにわかりやすく情報
発信する。 

・引き続き、市民活動団
体のニーズを十分に把
握した上で、地域公共
人材とのマッチングを
行う。 

・引き続き、区役所やま
ちづくりセンター等の
ホームページ、ＳＮＳ
（Facebook、Twitter
など）などの多様な広
報媒体やイベント等で
のチラシ配布により、
派遣型地域公共人材制
度の周知を行う。 

・引き続き、地域活動協
議会の会議の場等で派
遣型地域公共人材の説
明を行い、地域課題へ
の対応に適した活用事
例を紹介するなど、活
用を促す。 
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柱1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

 

30 年度目標の達成状況（「「市政改革プラン 2.0」の進捗状況（平成 30 年度末時点）」から一部抜粋） 

目標 30 年度実績 30 年度目標 
の評価 元年度目標 

各区が関与したＣＢ/ＳＢ
起業件数及び、社会的ビジ
ネス化事業創出件数 
 
29 年度～元年度の３年
間で各区６件 
30 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23 区中 14 区が目標値以上と
なった。 
 

上段：目標、下段：実績 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生野区は 29 年度で３年間 
の目標（６件）を達成済。 

未達成 
未達成：10 区 
都島区、中央
区、大正区、
西淀川区、淀
川区、東淀川
区、城東区、
阿倍野区、東
住吉区、西成
区 
 
※生野区を

除く 23 区
が 評 価 対
象 
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取組の実施状況 

元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の取組内容 

①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビ
ジネス化支援チームの
結成 

・各区が取組の進捗状
況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検
討する際に活用でき
るよう、区長会議安
全・環境・防災部会に
おいて、各区の取組内
容を共有する。（通年） 

・ＣＢ等の実施に係る
税の取扱いに係るＦ
ＡＱについて、随時更
新を行う。（通年） 

・公園での広告枠運用
事業について、建設局
と連携し、各区に周知
を行う。また、コミュ
ニティ回収※につい
ては、引き続き、コ
ミュニティ回収支援
チームにより、地域向
け説明会を開催する。
（通年） 

・ＣＢ等に関する職員
の理解を深めるため
に、職員を対象とする
研修（基礎編、実践編）
を実施する。（上期） 

・地域活動協議会の会
議の場等で、ＣＢ等の
事例を紹介するとと
もに、意義や必要性を
説明する。（通年） 

・各区が取組の進捗状況・目標達
成状況に応じて必要な対策を
検討する際に活用できるよ
う、区長会議（７月）において、
各区の取組実績を共有した。
また、事例共有会（８月）にお
いて、区で作成したコミュニ
ティ回収に係る地域向け説明
資料を活用した事例を共有し
た。 

・各区のＣＢ等の取組状況を
ホームページで公開した。（５
月） 

・公園での広告枠運用事業につ
いて、建設局と情報共有を
行った。（８月） 

・コミュニティ回収及び新たな
ペットボトル回収事業につい
て、環境局と連携し、各区へ周
知するとともに地域向け説明
会を開催した。（４～８月） 

・ＣＢ等に関する職員の理解を
深めるため、研修基礎編とし
ての資料を作成し、庁内ポー
タルに掲載するとともに、職
員を対象とする研修実践編を
実施した。（７～８月） 

・地域活動協議会の会議の場等
で、ＣＢ等の事例紹介や、意義
や必要性の説明を行った。 

・ＣＢ等の
意義や必
要性の理
解促進を
図るとと
もに、地域
ニーズの
把握が必
要である。 

・引き続き、各区が取組の進
捗状況・目標達成状況に応
じて必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区長
会議安全・環境・防災部会に
おいて、適宜各区の取組内
容を共有する。 

・引き続き、ＣＢ等の実施に
係る税の取扱いに係るＦＡ
Ｑについて、随時更新を行
う。 

・引き続き、公園での広告枠
運用事業について、建設局
と連携し、検討課題への対
応を行うとともに、各区や
地域に周知を行う。 

・引き続き、コミュニティ回
収及び新たなペットボトル
回収事業について、環境局
と連携し、地域向け説明会
を開催する。 

・引き続き、地域活動協議会
の会議の場等で、ＣＢ等の
事例の紹介や、意義や必要
性の説明を行うとともに、
地域ニーズを把握し、取組
を支援する。 

※ コミュニティ回収…本市で実施している古紙・衣類分別収集を、地域コミュニティが主体となって行う
もの。 

  

※各区状況については、[別冊]をご覧ください。 


